
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、                                                      

        

 東京、愛知、千葉につづき、栃木、鳥取からも「県独自制度の拡充」の報が届いています 

 

栃木私教連は「私学

助成をすすめる会」の

事務局として、年 2 回

の「学費滞納調査・経

済的理由による中退調

査」で必ず県内全私学

訪問にとりくみ、全私

学の調査結果をあつめ

記者発表を行い、私学

の学費実態を県内に発

信、県議会全会派との

懇談を毎年行い、県行

政への働きかけの助力

をとりつける等のとり

くみを着実に積み重ね

てきました。2 年前に

は、関東ブロック各県

の参加を得た対県要請

で、埼玉、茨城など隣

県の制度をぶつけ、拡

充を県に迫りました。

この継続してきたとり

くみが、‘20 年度拡充

での「入学金補助」創

設を実現させました!! 
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2020年 1月 28日中国新聞 

 1/28付中国新聞では、鳥取の2020年度予算についての記事が掲載さ

れ、「人口減緩和策」の一環として私立中高生への支援策が発表されました。 

 その中では、公私を問わず月7000円を超える高校生の通学費への補助

と並んで、私立高校生への県独自の授業料軽減制度について、年収 590

万円～800万円の私立高校生へ、県単独予算を上乗せして補助を支給する

ことが提示されています。 

 さらに併せて、私立中学生の授業料無償化と施設整備費補助を私立高校

生と同水準に拡充する、と発表しています。 

 


